指定一般相談支援事業所の

指定地域相談支援

（地域移行支援・地域定着支援）
地域移行計画書・地域定着台帳ほか様式例（介護保障協議会作成）
＆記入例
様式例（介護保障協議会作成）の解説

青が告示にないもの（あってもなくても良い項目）。黒が告示に書かれているものです。茶色の文字を消せば白紙の様式例になります。

地域移行支援計画書（１）　　

	計画書（１）（２）作成日　　2012　年　4　月　4　日

	利用者名　鈴木花子　　　　生年月日　19**/**/**　　４０才　　　　　　女
連絡先　　なし　　　　　携帯　　*******　　　　　　　

	施設病院電話　＠＠療護園0876-54-321*　　　　fax　　　　　54-3211　
住所　＠＠＠＠－＠＠＠＠＠－＠＠＠

	利用者との面談日時場所（　＠＠療護園　　）面談者（　佐藤　　　）


	アセスメント　

	１　利用者の心身の状況　　　　　

脳性麻痺身障１級・区分６・全身性障害・食事全介助・寝返り可・１日２４時間介護必要
２　利用者の置かれている環境　　

療護施設に２０年前に２０歳で入所。現在まで同じ施設入居。
施設が山の中のため、なかなか外出ができない。
３　利用者の日常生活全般の状況　

昼も夜も同じ施設の介護を受けている
外出は年に数回親と。
４　その他　　　　　　　　　　　

入所の前は養護学校高等部まで通学、両親と同居
５　上記１～４についての評価
施設生活が長いため、自立するまでには地域での生活に必要な経験をピアカウンセリング・ILP等で時間をかけて積み重ねていく必要がある



注：面談の趣旨を利用者に対して十分に説明し理解を得ること

地域移行支援計画書（２）
	１　利用者の希望する生活

施設から出て、町中で１人で暮らしたい。
外に出かけたい。社会参加したい。
２　利用者の希望する生活の課題等

寝ている時間を除く１日１６時間の介護（外出介護含む）が必要

深夜寝ている間の腹痛・下痢など緊急時の介助が必要
車いすで入居できる若干の改造可能なアパートの確保

地域生活の経験が少ないので社会生活力をつけるILP研修等やロールモデルの見学やピアカウンセリング等が必要



注：この計画の作成にあたっては、利用者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検討をしなければならない。（省令）

注：地域移行支援以外の保健医療サービス又は福祉サービスとの連携も含めて地域移行支援計画の原案に位置付けるように努める（省令）

注：地域移行支援計画は、利用者にお渡しすること。（省令）（２つ作って事務所にも保管）

注：計画の作成後においても、適宜、地域移行支援計画の見直し・変更を行うものとする（省令）

地域移行支援計画書（３）
計画原案作成日　　2012　年　４　月　15　日
	支援内容の検討結果　（原案）
１　利用者及びその家族の生活に対する意向

利用者の意向
　なるべく早く自立したい
家族の意向

本人の両親は本人の祖母の介護があり本人を自宅で介護はできない。
父親はアパートでの１人ぐらしに失敗して家族のもとに戻ってきては困る。そのような恐れがあるうちは施設退所には反対。本人の母親は公的サービスが使えるのならば自立は反対していない。
２　総合的な支援の方針（原案）
アパート等で介助サービスを使いながら暮らせるようにＩＬＰ受講等準備を支援。自立時はアパート探しに同行、介護制度の市との話し合いを自立数ヶ月前から開始。十分な介護制度が得られてから自立に移行。生活保護（利用する場合）や住宅改造やその他の制度については特に利用に困難はない。
３　生活全般の質を向上させるための課題（原案）
どうやって自立したらいいかわからないので、１つ１つ時間をかけて学んでいく支援を行う、エンパワメントのために時間が必要。
４　地域移行支援の目標（原案）
（この予定は一例であり、特に８月以降は本人のエンパワメントの状況により大幅な予定変更がありうる）

４月末　ピアカウンセリングセミナー受講（相談事業所の用意したリフト車で送迎または紹介した移送サービス利用以下同じ）

５月から８月まで長期ＩＬＰ受講　週１回水曜の午後＠＠市で受講
受講前後にそのつど相談を事務所で行う

９月　個別相談　外出介護ヘルパー利用経験を週１回開始（自立まで継続）
１０月　ピアカウンセリング集中講座２泊３日受講
１１月　体験宿泊　個別ＩＬＰ
１２月　これ以降は秋以降に本人と相談して決めていく
～～～～～～～～～～
自立３ヶ月前　本人と相談事業所で自立予定の市に挨拶に行く

　ヘルパー等の制度の時間数について事前打ち合わせ

自立２ヶ月前　本人と相談事業所で不動産や周りアパートさがし

自立１ヶ月前　本人と相談事業所で自立予定の市にヘルパー時間数の話し合い

　　　　　　　や事業所等も含めたケア会議

自立　　　　　引越し支援や制度申請の支援、住宅改造、その他制度調整支援
　　　　　　　利用する場合生活保護と他人介護加算の申請支援

（これらの制度準備などは２～６か月前から個別ＩＬＰで本人が理解するのをもって行う）
５　地域移行の達成時期（原案）
１年から２年後を想定するが、ピアカウンセリング、ILP等の研修を進めていく中で、エンパワメントの状況に応じ、場合によっては、さらに時間が掛かることもありうる。（編集注釈：原則１年のため２年目へ延長する場合は出身地のＡ町に申請、３年目以降は審査会つきの延長申請になる）
６　地域移行支援を提供する上での留意事項等（原案）
エンパワメント方式で支援を行う（本人が理解していないものを、代行して先に進めない）。自立後も自分ですべての制度や手続き生活等を理解し判断していけるように支援する。本人にとって難しい部分は地域定着支援・計画支援等として引き続き判断のための自分で考える力を支援する方式で行う



（原案）
地域移行支援　会議記録書
	計画作成会議（地域移行支援計画の作成に当たり、当該利用者に係る障害者支援施設等又は精神科病院における担当者等を招集して行う会議）で地域移行支援計画の原案の内容について出た意見

本人　２４時間の介護が必要。社会参加外出希望のためヘルパーを２４時間使って自立したい
＠＠療護園担当者　２４時間の介護が必要。しかしヘルパー制度で２４時間は無理ではないか。生活保護は難しいのではないか
ヘルパー事業所　２４時間の重度訪問介護の事例はほかの市町村ではある。

ＣＩＬ　生活保護も同じ境遇の人が何人か受けており問題ない。
会議日時　　　2012年　4　月　17　日　　　　　　会場　＠＠療護園
参加者
本人　鈴木花子

相談支援事業所　佐藤

＠＠療護園担当者　＠＠
ＣＩＬ＠＠　ＧＭ　＠＠
＠＠ヘルパー事業所サービス提供責任者　＠＠


地域移行支援　会議記録書
	地域生活を支援する地域の関係機関（ＣＩＬ・介護事業所等）や障害者全国団体等の地域支援の専門知識のある機関との計画作成会議で出た意見

ＣＩＬ　障害の程度から重度訪問介護２４時間が必要。エンパワメント支援が重要。施設経験が長いので、時間をかけてＩＬＰ等を行う必要がある
ヘルパー事業所　障害の程度から重度訪問介護２４時間が必要。
全国障害者介護保障協議会からの書面アドバイス趣旨「重度訪問介護毎日２４時間は十分可能。生保他人介護料大臣承認４ｈ＋重度訪問介護２０ｈでも可」
会議日時　　2012　年　4　月　21　日　　　　　　会場　ＣＩＬ＠＠
参加者

本人　鈴木花子

相談支援事業所　佐藤

ＣＩＬ＠＠　ＧＭ　＠＠

＠＠ヘルパー事業所サービス提供責任者　＠＠


地域移行支援計画書（４）　

計画作成日　　2012　年　4　月　22　日
	支援内容の検討結果

１　利用者及びその家族の生活に対する意向

利用者の意向

　なるべく早く自立したい
家族の意向

本人の両親は本人の祖母の介護があり本人を自宅で介護はできない。

父親はアパートでの１人ぐらしに失敗して家族のもとに戻ってきては困る。そのような恐れがあるうちは施設退所には反対。本人の母親は公的サービスが使えるのならば自立は反対していない。

２　総合的な支援の方針

アパート等で重度訪問介護等を２４時間使いながら暮らせるようにＩＬＰ受講等準備を支援。自立時はアパート探しに同行、介護制度の市との話し合いを自立数ヶ月前から開始。十分な介護制度が得られてから自立に移行。生活保護（利用する場合）や住宅改造やその他の制度については特に利用に困難はない。
３　生活全般の質を向上させるための課題

どうやって自立したらいいかわからないので、１つ１つ時間をかけて学んでいく支援を行う、エンパワメントのために時間が必要。

４　地域移行支援の目標

（この予定は一例であり、特に８月以降は本人のエンパワメントの状況により大幅な予定変更がありうる）

４月末　ピアカウンセリングセミナー受講（相談事業所の用意したリフト車で送迎または紹介した移送サービス利用以下同じ）

５月から８月まで長期ＩＬＰ受講　週１回水曜の午後＠＠市で受講

受講前後にそのつど相談を事務所で行う

９月　個別相談　外出介護ヘルパー利用経験を週１回開始（自立まで継続）

１０月　ピアカウンセリング集中講座２泊３日受講

１１月　体験宿泊　個別ＩＬＰ

１２月　これ以降は秋以降に本人と相談して決めていく
～～～～～～～～～～

自立３ヶ月前　本人と相談事業所で自立予定の市に挨拶に行く

　ヘルパー等の制度の時間数について事前打ち合わせ

自立２ヶ月前　本人と相談事業所で不動産や周りアパートさがし

自立１ヶ月前　本人と相談事業所で自立予定の市にヘルパー時間数の話し合い

　　　　　　　や事業所等も含めたケア会議

自立　　　　　引越し支援や制度申請の支援、住宅改造、その他制度調整支援
　　　　　　　利用する場合生活保護と他人介護加算の申請支援

（これらの制度準備などは２～６か月前から個別ＩＬＰで本人が理解するのをもって行う）
５　地域移行の達成時期

１年から２年後を想定するが、ピアカウンセリング、ILP等の研修を進めていく中で、エンパワメントの状況に応じ、場合によっては、さらに時間が掛かることもありうる。

６　地域移行支援を提供する上での留意事項等

エンパワメント方式で支援を行う（本人が理解していないものを、代行して先に進めない）。自立後も自分ですべての制度や手続き生活等を理解し判断していけるように支援する。本人にとって難しい部分は地域定着支援・計画支援等として引き続き判断のための自分で考える力を支援する方式で行う



利用者（児童等の場合は家族）の同意欄　　

この計画についての説明を聞き説明を受けました。この計画に同意します。

名前　　　　　　　　　印　　　本人以外の場合、続柄（　　　）
指定地域定着支援台帳（１）
	利用者名　町田一郎

	住所　　　***-****-*-*

	電話　　0234-56-789*　　　　携帯　　　090-0000-0000　fax

	メール　　　　　　　　　　携帯メール　*****

	利用者の心身の状況

筋ジス　区分６　１日１６時間介護　夜間寝返り可能
利用者の置かれている環境

アパートで１人暮らし
重度訪問介護８：００～２４：００毎日利用

緊急時において必要となる当該利用者の家族等及び当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者等、医療機関その他の関係機関の連絡先

ヘルパー事業所＠＠＠＠　0234-56-999*
主治医　特になし（前回肺炎入院先＠＠＠＠病院　0244-55-99**）
訪問看護　利用なし
実家・親戚　県外

その他の利用者に関する情報

０時から８時の深夜・早朝にヘルパーがいないので、急病等時に連絡が取れ、すぐに訪問する必要がある



注：域定着支援台帳の作成に当たっては、適切な方法によりアセスメントを行う。その際、利用者に面談して行わなければならない。（面談の趣旨を利用者に対して十分に説明し理解を得ること。）
指定地域定着支援　緊急時支援提供内容記録
	利用者名　町田一郎

	要請のあった日・要請の時刻　　　　２０１２年4月１０日　am2：35　　　　　　　　

	支援開始日・時刻　２０１２年4月１０日　am2：55　

	支援終了日・時刻　２０１２年4月１０日　am6：15　

	内容　　　　　（・緊急訪問　　・事務所等で一時的な滞在支援）
下痢腹痛でトイレでの排泄介護の要請
その後シャワー浴・洗濯など


	その他

いつものヘルパー事業所のヘルパーに要請
業務委託


	・１日　・２日　・それ以上（　日）　　（丸つけ）


	利用者確認印　


PAGE  
1

